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 本書は、福山市男女共同参画推進条例（2002 年〔平成 14 年〕4月 1日施行）第 19 条に基づき、男女

共同参画の推進に関する施策の実施状況を明らかにするために作成した報告書です。 

 

本書の趣旨 
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１ 「福山市男女共同参画基本計画（第５次）」の施策体系 

基本目標 重点目標 施  策  の  方  向 

Ⅰ 男女共同

参画の意識づ

くり 

１ 男女の意識変革の促

進 

(1)男女共同参画社会の実現に向けた啓発活動の推進 

(2)男女共同参画に関する調査・研究の推進 

(3)メディアにおける男女共同参画の推進 

(4)国際的視点に立った男女共同参画の意識づくり 

２ 男女共同参画を推進

する教育・学習の充実 

(5)男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 

(6)男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進 

Ⅱ 政策等の

立案決定への

男女共同参画

の促進 

３ 政策等の意思決定過

程からの男女共同参画の

促進 

(7)審議会等への女性の参画の推進 

(8)女性の管理職等への登用 

(9)女性の人材育成と情報提供 

４ 地域における身近な

男女共同参画の促進 

(10)地域活動における男女共同参画の促進 

(11)防災の分野における男女共同参画の促進 

Ⅲ ワーク・ラ

イフ・バラン

スと働く場で

の男女共同参

画の推進（福

山市女性活躍

推進計画（第

２次）） 

５ ワーク・ライフ・バラ

ンスの促進と暮らしの充

実 

(12)ワーク・ライフ・バランスの意識啓発の推進 

(13)仕事と子育て・介護の調和に向けた就労環境の整備 

(14)家庭生活における男女共同参画の促進 

(15)ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた子育て支援施 

策の充実 

６ 働く場での女性活躍

の推進に向けた支援 

(16)女性活躍のための環境づくりの推進 

(17)女性の働く場への参画促進と能力発揮の支援 

７ 雇用・職業環境の向

上 

(18)雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 

(19)多様な働き方・暮らし方の啓発と職場環境の向上 

Ⅳ 男女共同

参画を阻害す

る暴力の根絶

（福山市ＤＶ

対策基本計画

（第３次）） 

８ 男女間の暴力（ⅮⅤ）

の防止と被害者支援の充

実 

(20)ⅮⅤ防止のための啓発活動の推進 

(21)相談窓口の周知と相談体制の充実 

(22)被害者の安全確保と自立支援 

(23)関係機関との連携の強化 

Ⅴ だれもが

安心して多様

な暮らし方が

できる環境づ

くり 

９ 各種ハラスメント等

の防止対策の推進 

(24)各種ハラスメント防止対策の推進 

(25)女性や子どもに対する性暴力等の防止対策の推進 

１０ 生涯を通じた健康

支援 

(26)生涯を通じた健康増進対策の推進 

(27)妊婦・出産等に関する支援 

(28)心身の健康問題についての対策の推進 

１１ すべての市民が多

様性を尊重して共生する

環境の整備 

(29)子ども・高齢者・障がい者等が安心して暮らせる環境の

整備 

(30)外国人市民に対する支援と多文化共生の意識の高揚 

(31)女性・子ども・性的マイノリティ等の人権の尊重 

(32)困難・課題を抱える人への支援の充実 

計画の推進 推進体制 

関係機関、市民、民間団体等との連携・協働 

計画の進行管理 
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２ 福山市の男女共同参画の推進状況 

 

≪基本目標Ⅰ 男女共同参画の意識づくり≫ 

重点目標１ 男女の意識変革の促進  

趣  旨 

 自らの意思に基づき個性と能力が十分に発揮できる、多様性に富んだ豊かで活力ある社会を

実現するためには、男女がお互いを認め合い、尊重し、「男だから、女だから」ということで生

き方や働き方を制限されることなく、多様な生き方等を主体的に選択できる「男女共同参画社

会」の実現が極めて重要です。 

このため、一人一人が自分の中にある固定的な性別役割分担意識に気付き、性別や年齢、ラ 

イフステージにかかわらず、自らの意思による多様な生き方の選択につながるように、さらな 

る啓発の充実と多様な学びの環境づくりを推進していきます。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

講座・セミナー等の実施 
（多様性社会推進課）  

男女共同参画を推進するための講座・セミナー等を市民向
けに開催しました。 

男性を対象とした講座・セミナーの開催 
（多様性社会推進課）  

男性を対象とした男女共同参画を推進するための講座を
実施しました。 

子育て応援センター及び拠点事業所におけ
る相談事業の実施 
（ネウボラ推進課）  

子育て応援センター及び拠点事業所の子育て講座におい
て、男性を対象とした講座を開催し、子育てに関する相談・
援助、子育てに関する情報提供を行いました。 

男女共同参画推進員出前講座の実施 
（多様性社会推進課）  

市内に在住又は在勤で１０人以上の団体等を対象に、男女
共同参画推進員が企業や地域に出向いて出前講座を実施
しました。 

男女共同参画フォーラムの開催 
（多様性社会推進課）  

企画・立案から実施まで男女共同参画登録団体と行政が協
働し、講演会を開催しました。 

男女共同参画情報誌「イコール」の発行 
（多様性社会推進課）  

男女共同参画に関する最新情報や講座・セミナーの内容等
を編集・発行し、配布しました。 

男女共同参画に関する図書等の整備・提供 
（中央図書館）  

男女共同参画に係る新規蔵書を６８冊受け入れ、市民への
男女共同参画に係る新しい情報の提供に努めました。 

男女共同参画に関する図書等の整備・貸出 
（多様性社会推進課）  

男女共同参画に関する認識を深めてもらうために、男女共
同参画関連図書・ＤＶＤ等を購入し、貸出を行いました。 

 

成果と課題 

 男女共同参画についての市民の意識実態は、２０２１年（令和３年）１０月に実施した男女

共同参画に関する市民意識調査（以下、「市民意識調査」という。）において、「夫は外で働き、

妻は家庭を守るべきである」に反対が７３．０％と２０１６年度に実施した前回調査（６０．

６％）よりも高まり、男女の固定的な性別役割分担意識は徐々に解消が進んできていることが

見受けられますが、賛成は１６．８％と、根強く残っていることがうかがえます。 

 本市においては、講座・セミナーやイベント等の開催により、男女共同参画に関する意識啓 

発活動を展開しました。男女共同参画推進員による出前講座では、２０２３年度は実施回数３

２回、９１６人、２０２４年度は２９回９１３人となっています。 

 男女共同参画を阻害する要因の一つである固定的な性別役割分担意識の解消のためには、今 
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後もアプローチ方法や手法を検討し、あらゆる層に対して引き続き啓発活動を積極的に展開す

る必要があります。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

講座・セミナーの実施回数及び参加者数 
（多様性社会推進課主催） 

１２講座 ３９回 延べ１，４８３人 

男性を対象とした講座・セミナーの実施回数及び参加者数 １講座 １回 ３５人 

子育て応援センター及び拠点事業所における講座の実施回数 

・子育て応援センターに関する講座 

４講座 ３０回 

・拠点事業所（公立６施設）に関する

講座 ３講座 １６回 

男女共同参画推進員出前講座の実施回数及び参加者数 ９講座 ２９回 延べ９１３人 

「男女共同参画フォーラム２０２４」の参加者数 ２２５人 

男女共同参画情報誌「イコール」の発行回数及び部数 ２月号 ４，５００部 

男女共同参画に関する図書等の設置数及び貸出数 

（多様性社会推進課） 

・男女共同参画に関する図書 

所蔵冊数   ３６７冊 

貸出冊数     ９冊 

・啓発ＤＶＤ 

所蔵本数    ３１本 

貸出本数     ７本 

◆「夫は仕事、妻は家庭」といった固定的な性別役割分担意識 

 

◆社会全体における男女の平等感 

 

 

N =

全体 964

女性 565

男性 358

1.7

1.6

2.0

15.1

12.2

18.7

30.4

27.8

34.9

42.6

48.7

34.6

9.9

9.6

9.5

0.3

0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 無 回 答

N =

全体 964

女性 565

男性 358

15.9

20.5

8.4

58.2

60.4

55.9

11.8

8.5

17.9

4.1

1.6

8.1

0.6

0.4

1.1

8.7

8.3

8.1

0.6

0.4

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇 どちらかといえば男性のほうが優遇
平等 どちらかといえば女性のほうが優遇
女性のほうが非常に優遇 わからない
無 回 答

〈資料〉福山市「男女共同参画に関する市民意識調査」（2021 年） 

〈資料〉福山市「男女共同参画に関する市民意識調査」（2021 年） 
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★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指標 
指 標 設 定 時 

（２０２２年度） 

現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

社会全体で「男女の地位
が平等となっている」と
思う人の割合 

１１．８％ 
（２０２１年度） 

― 
２０％ 

（２０２６年度） 

「夫は外で働き、妻は家
庭を守るべきである」と
いう考え方に反対する人
の割合 

７３．０％ 
（２０２１年度） 

― 
８０％ 

（２０２６年度） 

《参考》 

◆男女共同参画に関する講座セミナー等への男性の参加割合 

 

重点目標２ 男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

趣  旨 

 男女共同参画社会を実現するためには、男女がともに自立して個性と能力を発揮し、お互い

の意識や価値観の中に、人権尊重や男女平等という意識を根付かせる必要があります。 

このため、教育・学習の果たす役割は極めて重要であり、学校、家庭、地域等あらゆる場に 

おいて、相互の連携を図りながら、積極的に行われる必要があります。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

男女共同参画の視点に立った授業等の取
組の推進 
（学びづくり課）  

児童生徒の発達段階に応じた人権尊重の教育を実
践し、男女の相互理解と協力の重要性、家庭生活の
大切さなどについて、指導の充実を図りました。 

小学校用男女共同参画教育参考資料と教
師用手引書の作成・指導 
（多様性社会推進課）  

デジタルブックに刷新した、男女共同参画教育参考
資料「みんななかま」（低学年用・高学年用）及び教
師用手引書をホームページへ掲載し、授業で積極的
に活用するよう市内小学校へ周知しました。 

男女共同参画推進員出前講座の実施 
（多様性社会推進課）  

市内に在住又は在勤で１０人以上の団体等を対象
に、男女共同参画推進員が企業や地域に出向いて出
前講座を実施しました。 

講座・セミナーの実施 
（多様性社会推進課）  

男女共同参画を理解・深化させるための講座・セミ
ナー等を市民向けに開催しました。 

家庭・地域教育力向上支援事業 
（まちづくり推進課）  

地域で支援活動を担う子育てサポーターリーダー
（ファシリテーター）の養成講座を実施しました。 
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成果と課題 

 男女共同参画を進めていくために学校教育の場で重要なことについて、市民意識調査による

と「男女の別なく能力を生かせるよう配慮する」が７３．３％、「男女の平等と相互理解や協力

を関する学習を充実する」が６１．１％と多く回答されています。 

本市では、２０２３年度に内容を見直し、デジタルブックに刷新した、男女共同参画教育参

考資料「みんななかま」（低学年用・小学年用）及び教師用手引書をホームページへ掲載し、市

内の小学校へ活用するよう呼びかけました。９割以上の学校が資料を活用し、男女共同参画の

視点に立った指導を通じて、児童へ人権の尊重や、男女の相互理解と協力の重要性について啓

発することができました。 

地域では、交流館など生涯学習の場において、「男女共同参画推進員出前講座」等、多様な学

習機会を提供することができました。 

男女共同参画社会の実現に向けて、教育・学習の果たす役割は極めて重要であり、今後も学

校や地域等において様々な機会を活用し、意識啓発に継続して取り組んでいく必要があります。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

小学校用男女共同参画教育参考資料及び教師用手引書
の活用校数 

６９校（市内小学校７４校中） 

男女共同参画推進員出前講座の実施回数及び参加者数 ９講座 ２９回 延べ９１３人 

講座・セミナーの実施回数及び参加者数 １２講座 ３９回 延べ１，４８３人 

家庭・地域教育力向上支援事業参加者数 
・出前講座 １６回 １５８人 
・子育てサポーターリーダー（ファシリテ
ーター）養成講座 全２回 延べ３８人 

  

 

≪基本目標Ⅱ 政策等の立案決定への男女共同参画の促進≫ 

重点目標３ 政策等の意思決定過程からの男女共同参画の促進 

趣  旨 

 男女共同参画社会の実現に向けては、政策・方針決定過程への女性の参画を拡大し、社会制

度や慣行が男女のどちらか一方に不利に働くような状況や、男女の置かれた社会的状況の格差

N =

全体 964

女性 565

男性 358

2.8

3.4

1.4

14.1

15.8

11.5

45.6

45.3

48.0

2.8

2.1

3.4

0.4

0.2

0.8

32.7

32.4

33.0

1.6

0.9

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇 どちらかといえば男性のほうが優遇
平等 どちらかといえば女性のほうが優遇
女性のほうが非常に優遇 わからない
無 回 答

〈資料〉福山市「男女共同参画に関する市民意識調査」（2021 年） 

◆学校教育の場における男女の平等感 
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の解消に取り組まなければなりません。 

市民意識調査では、各分野で女性の参画が進み、女性リーダーが増えることについて、「男女

問わず優秀な人材が活躍できるようになる」「女性の意見が反映されやすくなる」「新たな価値

や商品・サービスが創造される」等、様々な好影響が期待されており、各分野で女性の参画を

促進していくことが重要となっています。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

市の設置する審議会等への女性の起用推進 
（多様性社会推進課、総務部総務課）  

女性委員の登用があまり進んでいない審議会等の
所管課に対し、委員の改選時期に合わせて、女性の
積極的な起用や公募委員の起用を図るよう働きか
けました。 

女性市職員の管理職等への登用の推進 
（人事課）  

意欲や能力のある女性を、積極的に管理職等へ登用
しました。 

人材育成セミナー等の開催 
（多様性社会推進課）  

企業や地域の団体等に出向いて、男女共同参画を推
進するための活動を行う男女共同参画推進員を対
象に、見つめ直し講座を実施しました。 

市職員の女性リーダーの養成 
（人材育成課）  

女性リーダーを育成・支援するため、研修へ女性職
員を派遣しました。 

 

成果と課題 

 本市における政策等の意思決定過程への女性の参画状況について、市管理職（課長級以上）

への女性職員の登用状況は２０．１％〔２０２４年（令和６年）４月１日現在〕と、男女共同

参画基本計画（第５次）に掲げる、福山市特定事業主行動計画の目標に達しています。また、

市が設置する審議会等への女性の参画状況は、３２．８％〔２０２４年（令和６年）４月１日

現在〕と、男女共同参画基本計画（第５次）の目標に達しています。しかしながら、これは、

２０２４年（令和６年）３月に設置された、「子ども未来づくり１００人委員会」の女性選任率

が６３．４％であることが影響しており、当該委員会を除いた女性の参画状況は２７．９％で

あり、目標に達しておらず、また、最終目標である「男女の委員数の均衡を図る」には、まだ

まだ女性の参画が十分ではない状況です。 

女性委員の登用が進まない要因の一つに、選出母体となる団体代表者に女性の登用が進んで

いないことがあります。引き続き女性の起用を推進するとともに、男女の意識変革の促進や女

性の人材発掘・育成に取り組んでいく必要があります。また、市政に意欲や関心のある女性が

審議会等へ参加しやすい取組の推進や、各審議会等がどんな女性の専門性を必要としているの

か調査等を行い、ニーズにマッチする女性人材の確保に取り組んでいきます。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

市の設置する審議会等への女性の登用推進 

審議会等の数   ７３ 

委員総数  １，１６８人 

女性委員    ３８３人 
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項目 現状値（２０２４年度） 

市職員女性管理職等登用数（昇格者数） 

課長級         ７人 

課長補佐級      ４人 

次長級        １６人 

人材育成セミナー等の講座実施回数及び参加者数 

（男女共同参画推進員を対象とした見つめ直し講座） 
全７回 延べ２７人 

市職員の女性リーダー養成へ向けた研修への長期派遣人数 １人 

 

★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指標 
指 標 設 定 時 

（２０２２年度） 

現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

市の審議会等委員に占める女性の

割合 

２６．４％ 

（２０２１年度） 
３２．８％ 

３０％ 

（最終目標は男女の委

員数の均衡を図る。） 

「今後、役員や管理職に女性を積
極的に登用しよう」と考えている
事業所の割合 

６９．８％ 
（２０２１年度） 

－ 
８０％ 

（２０２６年度） 

女性人材リスト登録者数 
４７人 

（２０２１年度） 
２６人 ６０人 

◆審議会等委員に占める女性の人数と割合の推移（各年４月１日） 

 

 

重点目標４ 地域における身近な男女共同参画の促進  

趣  旨 

 地域は、家庭とともに人々にとって最も身近な暮らしの場であり、男女がともに役割を担い、

地域社会を築いていく必要があります。しかしながら、これまで地域で行われる様々な活動は、

専業主婦を始めとした女性が多く担ってきた一方、自治会・町内会等における会長職等の役職

については、男性がその多くを占めてきました。 

  また地域力を高め、女性も男性もだれもが役割と居場所のある地域社会を築くためには、生

活に密着した地域における活動にあらゆる年代の男女が主体的に参画することが、男女共同参

画社会の実現に向けて重要です。 

 

 

〈資料〉福山市調べ 
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主な事業 

事業名（担当課） 内容 

男女共同参画推進員出前講座の実施 
（多様性社会推進課）  

市内に在住又は在勤で１０人以上の団体等を対象
に、男女共同参画推進員が企業や地域に出向いて出
前講座を実施しました。 

「ふくやま・まちづくり大学」の開催 
（まちづくり推進課）  

市民が各地域で「まちづくりの主役」として、「協働」
をともにめざしていくリーダー養成を目的として、
「ふくやま・まちづくり大学」を開催しました。 

「まちづくりサポートセンター」による
市民活動の支援 
（まちづくり推進課）  

多様な主体とのマッチングや相談窓口、活動に有益
な情報提供などにより市民活動の支援を行いまし
た。 

地域防災活動（防災訓練等）への女性の
参画促進 
（危機管理防災課）   

出前講座等により、男女共同参画の視点を取り入れ
た防災活動、防災体制の確立について支援を行いま
した。 

女性防災リーダーの養成 
（危機管理防災課）   

自主防災組織における女性の参画を促進し、災害時
に活躍できるように養成しました。 

女性消防団員の活躍の場の充実 
（消防局警防課） 

地域防災力の強化のため、女性消防団員の活躍の場
の充実に取り組みました。 

 

成果と課題 

 自治会等の地域に関する男女の平等感について、市民意識調査によると「男性の方が優遇さ

れている」が４０．０％と、根強い男性の優遇感が見受けられます。本市では、地域活動におけ

る男女共同参画を促進するため、男女共同参画推進員が地域に出向く「出前講座」を実施しました。

その他にも、近年は全国各地で自然災害が頻発しており、地域における防災活動の重要性が高

まっていることから、地域防災活動への女性の参画促進に向け、自主防災訓練等の中で、災害時に

おける地域防災活動への女性の参画について啓発を行いました。 

また、多様な人材が主体的に地域活動や社会貢献活動に参画できる環境づくりに向けた取組

として、まちづくりサポートセンターによる、市民活動団体の活動支援を行い、ボランティア・

ＮＰＯ等の活動の促進を行いました。協働推進の中心的な役割を担う人材を養成する「ふくや

ま・まちづくり大学」は、多くの方にご参加いただきました。 

生活に密着した地域における活動に、あらゆる年代の男女が主体的に参画することによって、

地域力を高め、女性も男性もだれもが役割と居場所のある地域社会の形成が、男女共同参画社

会の実現に向け重要であることからも、引き続き、地域における協働推進の中心的な役割を担

う人材の養成や、市民活動団体等の育成を行い、地域における身近な男女共同参画の促進に努

めていきます。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

男女共同参画推進員出前講座の実施回数及び

参加者数 
９講座 ２９回 延べ９１３人 

「ふくやま・まちづくり大学」の実施回数及び

受講者数 
１２回 延べ７３１人 
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★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指標 
指 標 設 定 時 

（２０２２年度） 

現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

防災リーダーに占める女性の割合 
２１．０％ 

（２０２１年度） 
２７％ 

２５％ 
（２０２５年度） 

 

 ≪基本目標Ⅲ ワーク・ライフ・バランスと働く場での男女共同参画の促進≫ 

重点目標５ ワーク・ライフ・バランスの促進と暮らしの充実 

趣  旨 

ワーク・ライフ・バランスは、年齢や性別に関わりなくだれもが、仕事や家庭生活、地域活

動、自己啓発等、様々な活動をライフステージに応じて、自らの希望するバランスで行うこと

のできる状態のことです。 

子育て中の女性にきいたワーク・ライフ・バランスを実践できていると思う人の割合は、２

０１７年度（平成２９年度）の３７．４％から、２０２１年度（令和３年度）は４６.２％と増

加しているものの、依然として低い状況にあります。ワーク・ライフ・バランスが実現しにく

い背景の一つとして、家庭生活における役割が、女性に偏っていることが挙げられます。 

項目 現状値（２０２４年度） 

「まちづくりサポートセンター」による市民活

動支援の状況 

・登録団体数 ２６４団体・企業 

・施設利用状況 

 ミーティングスペース ８７９件 

 交流サロン ３２２件 

 セミナールーム ５６２件 

・ボランティア・ＮＰＯ相談利用件数 １２件 

自主防災訓練実施回数 ７８回 

女性防災リーダー数 
１３５人／登録者総数５００人 

（女性の比率：２７．０％） 

◆地域民主団体の代表者（学区等の代表者）に占める女性の推移 

  

（％） 

〈資料〉福山市調べ 



- 10 - 

 

女性の社会参加が進み、共働き世帯の増加等、家族の在り方が変化する中で、男性も主体的

な役割を果たしていくことが重要です。 

こうしたことからも、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、企業や地域全体にその重

要性について啓発を図り、各世代の男女が自らの希望する仕事と生活とのバランスが確保でき

る環境づくりを進めていく必要があります。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

ワーク・ライフ・バランスに関する講座
の開催 
（多様性社会推進課）  

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、講座を
開催し、市民への意識啓発を行いました。 

福山市男女共同参画推進表彰の実施 
（多様性社会推進課）  

職場などにおける女性の能力発揮の促進等を積極
的に取り組んでいる事業者を、「福山市男女共同参
画推進事業者」として表彰しました。 

市職員のワーク・ライフ・バランス推進
のための学習機会の提供 
（人材育成課）  

ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、職員の意
識啓発や職場環境づくりに取り組みました。 

ふくやまワーク・ライフ・バランス認定
制度の実施 
（産業振興課）  

男女がともに働きやすく、子育てしやすい環境づく
りに積極的に取り組んでいる企業を認定し、市内事
業者に対する職場環境改善の啓発や企業のイメー
ジアップを図りました。 

男性の育児参加促進施策の実施 
（産業振興課）  

民間の子育て情報誌「びんまる」に育児休業を取得
した男性の取材記事を毎月掲載しました。また、男
性育児休業取得に取組む企業へ奨励金を交付しま
した。 

家事・育児・介護等に関する講座・セミ
ナー等の開催 
（多様性社会推進課）  

家庭生活への参画の少なかった男性の積極的な参
画を促進するために、家事・育児に関する講座・セ
ミナー等を開催しました。 

広報「ふくやま」等の活用による広報・
啓発 
（多様性社会推進課）  

市広報、情報誌等で、男女がともに家族としての責
任を担い、家事・育児等を共に担うことの意義を啓
発しました。 

福山ネウボラによる相談支援の充実 
（ネウボラ推進課）   

福山ネウボラ相談窓口「あのね」を市内１３か所に
設置し、妊娠期からの切れ目のない支援を行うため
の体制を継続しました。 

放課後児童クラブの充実 
（保育施設課） 

各クラブに支援員を配置し、児童を指導するととも
に、各クラブにおいて運営委員会を組織し、円滑な
運営が図れるよう取り組みました。 

休日保育の充実 
（保育施設課、保育指導課）  

休日における就労等により児童の保育が困難な保
護者に対し、その就労及び子育て支援として日曜・
祝日の保育を実施しました。 

ファミリー・サポート・センター事業 
（ネウボラ推進課）   

子育てを応援してほしい人(依頼会員）と子育てを
応援したい人（協力会員）が会員登録し、児童の預
かり、送迎等の相互援助活動を行いました。 

子育てに関する経済的な支援の推進 
（ネウボラ推進課）  

子育て家庭に対し、各種制度による経済的支援を行
いました。 

 



- 11 - 

 

成果と課題 

 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた子育て支援施策として、本市では福山ネウボラ（妊

娠、出産、子育てに関する切れ目のない支援）の取組を進めています。その取組の一つとして、

相談員が妊婦や子育て家庭の相談支援を行う、ネウボラ相談窓口「あのね」を市民にとって身

近な場所へ開設しています。相談員が就労に関する相談に対応できるよう研修も実施しました。 

また、地域での子育て支援施策の１つであるファミリー・サポート・センター事業では、子

育てを応援して欲しい人と、応援したい人がお互いに会員となり援助活動を行い、児童福祉の

向上を図りました。２０２４年度末時点での協力会員数は１９２人となっています。 

その他にも、様々な保育サービスの提供や放課後児童クラブ事業、放課後子ども教室の実施

により、安心して子育てができる環境づくりを行いました。 

また、ワーク・ライフ・バランスが、企業や経済社会の活性化等に繋がることについて、企

業や市民に対しての意識啓発を行い、社会的気運の醸成を図りました。 

今後も男女がともに仕事や家庭生活、地域活動などに自らの希望するバランスで参画できる

よう、引き続き行政サービスの充実や、地域で支え合う取組を推進していく必要があります。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

育児に関する講座の実施回数及び参加者数 １回 ９１人 

福山市男女共同参画推進表彰 表彰事業者数 ２社 

ワーク・ライフ・バランスに係る研修への市職
員の派遣人数 

４人 

子育て情報誌「びんまる」への男性育児休暇促
進記事掲載数 

１１社／１２回 

男性育児休業取得奨励金交付件数 １２件 

家事・育児・介護等に関する講座・セミナー等の
実施回数及び参加者数 

２回 ３３１人 

男女共同参画情報誌「イコール」の発行回数及
び部数 

２月号 ４，５００部 

ネウボラ相談件数 １５，２８５件 

ファミリー・サポート・センター事業活動  
延べ件数   

２，２９３件 

放課後児童クラブの利用児童数及び開設数 
・利用児童数 ６，６０６人 
・開設数７２か所 １５０教室 

休日保育実施施設数 
・公立施設 １か所 
・私立認定こども園 ４か所 
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◆家庭における男女の平等感 

 

★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指標 
指標設定時 

（２０２２年度） 
現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

ふくやまワーク・ラ
イフ・バランス認定
事業者数 

１３７社 
（２０２１年度） 

１４２社 
１５５社 

（２０２５年度） 

男性の育児休業取
得率 

１２％ 
（２０２１年度） 

３９．５％ 
３０％ 

（２０２５年度） 

「この地域で子育
てをしたいと思う
親」の割合 

９４．７％ 
（２０２１年度） 

９３．３％ 
９６％ 

（２０２５年度） 

 

重点目標６ 働く場での女性活躍の推進に向けた支援 

趣  旨 

人生１００年時代を迎え、女性が長い人生を経済的に自立できる環境を整えていく必要があ

ります。そのため、働くことを希望する女性が仕事を持つようになるだけでなく、働く女性が

その希望に応じ能力を十分に発揮できる働き方を実現できるかが鍵といわれています。女性の

年齢階級別の労働力率を示す指標としてＭ字カーブが日本の特徴といわれてきましたが、近年

は女性就業率が上昇を続けており、国勢調査における本市の女性の労働力率は２０１５年（平

成２７年）よりも２０２０年（令和２年）は各年代で上昇し、Ｍ字の谷は縮小しています。 

しかしながら、全国的に２０代後半をピークに、女性の正規雇用比率が右肩下がりで低下し

ていく L字カーブの傾向や、企業等での女性管理職比率が依然として低い状況にあるなど、女

性の力が十分に生かされているとはいえない状況です。 

共働きの世帯が増え、コロナ禍の影響もあり、市民の働き方も多様になってきました。働く

ことを希望するすべての女性が、あらゆる分野で力を発揮できるよう、職業能力開発や、再就

職に向けた支援、女性が働きやすい職場環境の整備等、自らが望むキャリア形成が行える環境

づくりを推進していく必要があります。 

 

 

N =

全体 964

女性 565

男性 358

9.3

11.9

4.5

41.9

45.0

37.7

31.7

28.7

38.5

7.6

5.7

10.1

2.4

1.6

3.6

6.4

6.7

5.0

0.6

0.5

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇 どちらかといえば男性のほうが優遇
平等 どちらかといえば女性のほうが優遇
女性のほうが非常に優遇 わからない
無 回 答

〈資料〉福山市「男女共同参画に関する市民意識調査」（2021 年） 
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主な事業 

事業名（担当課） 内容 

女性の働く環境改善補助金 
（産業振興課）  

女性活躍推進を目的とした社内環境改善に要する
経費に対して補助を行うことで、女性が働きやすい
職場環境の整備を促進しました。 

ふくやまワーク・ライフ・バランス認定
制度の実施 
（産業振興課）  

男女がともに働きやすく、子育てしやすい環境づく
りに積極的に取り組んでいる企業を認定し、市内事
業者に対する職場環境改善の啓発や企業のイメー
ジアップを図りました。 

福山市男女共同参画推進表彰の実施 
（多様性社会推進課） 

職場などにおける女性の能力発揮の促進等を積極
的に取り組んでいる事業者を、「福山市男女共同参
画推進事業者」として表彰しました。 

ものづくり大学 
（産業振興課） 

企業におけるデジタル人材育成に取り組むため、Ｄ
Ｘ、ＡＩに特化した技術者向け講座、セミナーを実
施しました。 

女性農業組織の活動支援 
（農業振興課）  

市内の女性農業組織化や、その活動を支援しまし
た。 

女性農業者育成事業 
（農業振興課）  

女性を対象としたセミナーや現場見学会等を実施
し、女性の就農、経営規模の拡大を支援しました。 

ひとり親家庭に対する就労支援 
(ネウボラ推進課)  

ひとり親家庭等就業・自立支援センターの就業相談
や情報提供等により自立に向けた就労支援を行い
ました。 

 

成果と課題 

本市の就業人口に占める女性割合と女性就業者の正規就業者・従業員割合は広島県全体より

やや高く、２０１５年（平成２７年）よりも２０２０年（令和２年）は増加しています。一方、

本市が２０２１年（令和３年）１０月に実施した女性活躍推進に関する事業所アンケート調査

においては、「女性の労働力が欠かせない」と答えた事業所が９９．１％とほとんどを占めてお

り、全国的には事業所の希望と現実には乖離があり、働く場での女性活躍の推進は喫緊の課題

です。 

本市では、女性職員を雇用している福山市内の中小企業が、女性専用トイレや更衣室等の女

性の働く環境に資する取組に関して補助金を交付し、女性活躍推進を目的とした社内環境改善

に要する経費に対して補助を行うことで、女性が働きやすい職場環境の整備を促進しました。 

また、男女が働きながら「仕事と家庭の両立」を実現するための支援に、積極的に取り組ん

でいる企業を、「ワーク・ライフ・バランス認定事業者」として認定し、仕事と子育て・介護の

調和に向けた就労環境の整備、女性活躍のための環境づくりを推進しました。 

また、「ワーク・ライフ・バランス認定事業者」の中から、特に職場などにおける女性の能力

発揮の促進等を積極的に取り組んでいる事業者を「福山市男女共同参画推進事業者」として、

２者表彰し、表彰事業者の取組内容を情報誌等で紹介し、啓発をしました。 

女性が活躍できる社会を推進していくために、女性が「働きたい」と思える環境づくりを進

めていくことが必要です。 
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関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

女性の働く環境改善補助金交付件数 １０件 

ふくやまワーク・ライフ・バランス認定事業者数 １４２社 

福山市男女共同参画推進表彰 表彰事業者数 ２者 

女性農業組織の活動支援に係る研修会等の実施回数

及び参加者数 

・研修会   ２回 延べ３５人 

・視察研修  １回 １６人 

・加工部会  １回 １８人 

女性農業者育成事業に係るセミナー・現場見学会等

実施回数及び参加者数 

・セミナー   １回 １９人 

・現場見学会  １回 ３人 

・農業体験  全３回 延べ１０人 

・農業研修  全２回 延べ３人 

◆職場における男女の平等感 

◆年齢階級別の労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N =

全体 964

女性 565

男性 358

12.3

15.6

7.3

40.1

39.1

43.0

26.5

26.2

27.7

6.2

5.3

8.1

1.2

0.7

2.2

12.3

12.2

10.9

1.2

0.9

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性のほうが非常に優遇 どちらかといえば男性のほうが優遇
平等 どちらかといえば女性のほうが優遇
女性のほうが非常に優遇 わからない
無 回 答

19.0 

81.1 

97.1 97.2 97.2 97.1 96.5 95.5 93.9 

85.6 

35.4 

16.4 

74.8 

85.2 
79.2 80.8 

83.5 83.9 81.8 

75.4 

60.1 

18.9 17.5

78.2

96.5 97.0 97.4 96.7 96.2 95.7
93.5

78.8

30.6

15.1

71.2

79.8

73.4
75.9

79.4 80.4
77.9

68.1

49.1

15.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65歳以上

福山市男性 2020年

福山市女性 2020年

福山市男性 2015年

福山市女性 2015年

（％）

〈資料〉福山市「男女共同参画に関する市民意識調査」（2021 年） 

〈資料〉総務省「国勢調査」 

注）労働力率は、15 歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く。）に占める労働力人口の割合 
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◆女性管理職の登用状況（事業主調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆管理職に占める女性の割合（事業主調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈資料〉総務省「労働力調査（詳細集計）」 

単位：％ 

2022 年度 

2023 年度 

2024 年度 

（内訳） 10～29 人 

30～49 人 

50～100 人 

101～300 人 

300 人以上 

〈資料〉「広島県職場環境実態調査」（2022～2024 年度） 
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★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値     

指標 
指標設定時 

（２０２２年度） 
現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

「ポジティブ・ア
クションに取り
組んでいる」事業
所の割合 

４８．１％ 
（２０２１年度） 

－ 
６０％ 

（２０２６年度） 

女性活躍推進法
に基づく一般事
業主行動計画を
策定している事
業所の割合 

４０．６％ 
（２０２１年度） 

－ 
５０％ 

（２０２６年度） 

 

重点目標７ 雇用・就業環境の向上 

趣  旨 

これまで、「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」の改正等により、制度面での整備

が進められ、雇用の分野での男女の均等な機会と待遇の確保や、男女がともに子育て等をしな

がら働き続けることができる雇用環境等が整備されてきました。 

しかしながら、男性の育児休業取得率は全国で１３．９７％（２０２１年（令和３年）厚生

労働省）、本市では１７．０％（女性活躍推進に関する事業所アンケート調査（２０２１年（令

和３年）１０月実施））と低く、育児等の負担は女性に集中している状況です。「男は仕事、女

は家庭」といった固定的な性別役割分担意識が要因となり、女性が活躍しにくい雇用・就業環

境となっている状況が伺え、事業者の希望と現実は乖離してしまっている状況にあります。 

そういったことからも、男女ともに多様な働き方ができる、ワーク・ライフ・バランスに配

慮した職場環境づくりや、性別を理由とする差別的取扱いの根絶が各事業所においても必要で

す。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

市内企業向け出前講座 
（産業振興課）  

企業等に向けて男女共同参画に係る出前講座の講
師派遣制度について周知しました。 

福山市男女共同参画推進表彰の実施 
（多様性社会推進課）  

職場などにおける女性の能力発揮の促進等を積極
的に取り組んでいる事業者を、「福山市男女共同参
画推進事業者」として表彰しました。 

産業支援団体等への女性活躍推進関連制
度等の周知 
（産業振興課）  

女性活躍推進に資する施策（女性の働く環境改善補
助金・出前講座）について、各産業支援団体に制度
周知を行いました。 

人材シェアリング（在籍型出向）の促進 
（産業振興課）  

（公財）産業雇用安定センターと福山商工会議所と
の協定促進事業である人材シェアリング（在籍型出
向）について、福の耳プロジェクトで訪問した企業
に周知し、興味を示した企業をつなげました。 

市職員のワーク・ライフ・バランス推進
のための学習機会の提供 
（人材育成課）  

ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、職員の意
識啓発や職場環境づくりに取り組みました。 
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事業名（担当課） 内容 

男性の育児参加促進施策の実施 
（産業振興課）  

民間の子育て情報誌「びんまる」に育児休業を取得
した男性の取材記事を毎月掲載しました。また、男
性育児休業取得に取組む企業へ奨励金を交付しま
した。 

男性職員の家庭生活へのかかわりの推進 
（人事課） 

男性市職員が育児に関する休暇や育児休業等を取
得しやすくするために、制度の周知や環境の整備に
取り組みました。 

 

成果と課題 

職場などにおける男女共同参画の取組を促進するため、女性の能力発揮の促進や仕事と家

庭・地域活動との両立支援で特に優れた取組を行っている事業者を「福山市男女共同参画推進

事業者」として、２０２４年度は２事業者を表彰し、その取組内容を広く紹介し、啓発を行い

ました。 

また、福山市男性育児休業取得奨励金制度では、１２件の交付を行い、企業の意識改革及び

男性の育児参加促進に繫がりました。 

働く場において、男女がともに対等なパートナーとして能力を発揮しあえるよう、働く場に

おける男女共同参画の促進に、引き続き取り組んでいきます。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

市内企業向け出前講座（男女共同参画に係るもの）

の実施回数と参加者数 
実施なし 

福山市男女共同参画推進表彰 表彰事業者数 ２者 

人材シェアリング 産業雇用安定センターにつなげ

た件数 
２８件 

男性育児休業取得奨励金交付件数 １２件 

男性市職員の育児休業取得率 ８０．４％ 

 

★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値     

指標 
指標設定時 

（２０２２年度） 
現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

女性の活躍を推進す
る上で「家庭責任を
考慮する必要があ
る」を問題として捉
える事業所の割合 

５４．７％ 
（２０２１年度） 

－ 
５０％以下 

（２０２６年度） 

人材シェアリングの
登録企業数 

１６０社 
（２０２１年度） 

２８社 
３００社 

（２０２５年度） 
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≪基本目標Ⅳ 男女共同参画を阻害する暴力の根絶≫ 

重点目標８ 男女間の暴力（ＤＶ）の防止と被害者支援の充実 

趣  旨 

男女間のあらゆる暴力やハラスメント等は、人権尊重の理念を否定するものであり、男女を

問わず、どのような場合においても許されるものではありません。 

ＤＶは、外部から発見しにくい家庭内で行われることが多いため潜在化しやすく、加害者に

罪の意識が薄いという傾向があることから、被害が深刻化しやすいという特徴があります。ま

た近年は、配偶者以外の交際相手からの暴力、いわゆる「デートＤＶ」も問題となっており、

本市においても若い世代への啓発活動に取り組んでいます。 

市民意識調査から、ＤＶの認識度は高まってきていることが伺えますが、配偶者や交際相手

からの身体的、精神的な暴力等が『あった』と回答した人は、前回に引き続き女性の方が多く、

配偶者からのＤＶ被害は前回と同程度みられます。その一方で、交際相手からのデートＤＶは

精神的・身体的暴力が男女ともに大幅に増加しており、継続した啓発活動が必要といえます。 

また、ＤＶ被害を受けた場合、「誰にも相談しなかった人」が６５．１％と多くを占めており、

ＤＶを防ぐために必要な取組として、相談窓口の周知を図ることが重要です。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

デートＤＶ予防啓発講座の実施 
（多様性社会推進課）  

市内の高校を対象に、若年層に対してＤＶ予防教育
を実施しました。 

情報誌やパンフレットによる広報・周知 
（多様性社会推進課）  

情報誌「イコール」、啓発パンフレットの配布により
ＤＶ防止の啓発を行いました。 

イコールふくやま相談事業の充実 
（若者・くらしの悩み相談課）  

相談員を配置し、ＤＶやセクハラなどの相談（電話・
面談）を実施しました。 

相談員等援助者の研修の充実 
（若者・くらしの悩み相談課） 

ＤＶ被害者の相談・支援に携わる援助者を対象に、
ＤＶの実態、被害者心理、相談・支援方法など、ス
キルアップを図るための研修を実施しました。 

相談窓口に関する情報提供の充実 
（若者・くらしの悩み相談課）  

「イコールふくやま相談室」ステッカーの市役所ト
イレへの掲出及び広報ふくやま・ホームページ等に
より、相談窓口の周知を図りました。 

配偶者暴力相談支援センターとの連携 
（若者・くらしの悩み相談課） 

改正ＤＶ防止法の施行を受け、新たに配偶者暴力相
談支援センターを設置した市町村について、随時把
握しました。 

適切な一時保護の実施 
（若者・くらしの悩み相談課） 

ＤＶ被害者の状況と意向を配慮しながら関係機関
と連携を図り一時保護を行いました。 

住民基本台帳事務における支援措置 
（市民課） 

ＤＶ被害者を保護するための支援措置として、加害
者からの住所確認を目的とした、住民票・戸籍の附
票の交付を制限しました。 

虐待防止ネットワークによる連携 
（若者・くらしの悩み相談課）  

ＤＶ被害者に対する適切な保護等のため、必要に応
じて虐待防止ネットワークによる連携を図りまし
た。 

 

成果と課題 

ＤＶを防ぐために必要な取組として、市民意識調査の結果から、「被害者が早期に相談できる

よう、身近な相談窓口を増やす」が最も多く６０％を超えて回答されており、相談窓口の周知
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を図ることが重要です。そのため、相談窓口の一つである「イコールふくやま相談室」につい

て、ステッカーを市役所トイレ内へ掲出、また、公共施設や市内スーパーへちらしを設置し、

周知を図りました。また、情報誌「equal」で相談窓口の案内やＤＶについての記事を掲載し、

市民への分かりやすい情報提供に努めました。 

その他、若年層へのＤＶ予防啓発として、市内の高校でデートＤＶ予防教育を実施しました。

市民意識調査において、デートＤＶ被害経験者割合が、男女とも大幅に増加していることから

も、ＤＶ予防教育の取組を促進していく必要があります。 

本市では、高校や大学を対象に、デートＤＶ予防啓発講座を実施しています。昨年度は８校

で実施しました。また全市的には１０校でデートＤＶについて授業で取り上げており、男女共

同参画基本計画（第５次）の目標を達成しています。 

ＤＶ等の相談については、イコールふくやま相談室において祝日以外は相談できる体制を整

え、相談員についても、各種研修の受講などを積極的に行い、各種相談への支援力の向上を図

りました。また、相談内容に応じた適切な支援をするため、必要に応じて関係機関等と連携を

図るほか、児童や高齢者、障がい者に対する虐待、ＤＶ被害者への適切な保護や支援、未然防

止について横断的に対応するため、２０１２年度に設置した「福山市虐待防止ネットワーク」

との連携強化を図っています。 

近年のＤＶ相談においては、内容が多岐に渡っていることからも、各関係機関との更なる連

携強化を進めて行く必要があります。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

デートＤＶ予防啓発講座講師派遣回数及び受講者数 
１１回（高校８校） 

１，６０１人 

男女共同参画推進員出前講座の実施回数及び参加者数 １講座 １回 １９人 

イコールふくやま相談室の相談件数 延べ７５４件 

相談員等援助者の研修の実施回数と参加者数 １回 ５５人 

一時保護件数 ２件 

住民基本台帳事務における支援措置件数 ４７２件 

 

★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指標 
指標設定時 

（２０２２年度） 

現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

ＤＶに対する認知度 ７１．７％ 

（２０２１年度） 
－ 

８０％ 

（２０２６年度） 

デートＤＶ予防啓発講座を

実施している学校数 

８校 

（２０２１年度） 
１０校 

１２校 

（２０２７年度） 
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指標 
指標設定時 

（２０２２年度） 

現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

ＤＶを受けたことがある人

の内、「誰にも相談しなかっ

た人」の割合 

６５．１％ 

（２０２１年度） 
－ 

５０％以下 

（２０２６年度） 

ＤＶの相談窓口を知ってい

る人の割合 

８３．０％ 

（２０２１年度） 
－ 

９０％ 

（２０２６年度） 

 

≪基本目標Ⅴ だれもが安心して多様な暮らし方ができる環境づくり≫ 

重点目標９ 各種ハラスメント等の防止対策の推進 

趣  旨 

女性の職業生活が広がる中で、職場等ではセクハラやパワー・ハラスメント、マタニティ・

ハラスメント等のいじめや嫌がらせをはじめ、暮らしの様々な場面で言葉による暴力、いじめ、

ストーカー、性暴力等の様々な形態の暴力が社会問題化しています。暴力によって個人の尊厳

を傷つけたり、能力発揮を妨げたりする行為を許さない社会にしていくことは、個人や会社、

地域にとって重要なことです。 

特に性暴力は、こどもや女性に向けられることが多く、被害者は、その深刻さゆえに相談す

ることをためらい、心に傷を抱えたまま生きていることが少なくありません。身近な者からの

被害が特に潜在化、深刻化しやすいこと等を踏まえ、各種ハラスメントの防止や、性暴力を未

然に防ぐための啓発等に取り組んでいく必要があります。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

市内企業向け出前講座 
（産業振興課）  

企業等に向けて男女共同参画に係る出前講座の講師派遣制度
について周知しました。 

市職員の職場におけるハラス
メント防止対策の推進 
（人材育成課）  

全管理職と監督職、一般職員向けに「ハラスメント防止研修」
を実施しました。 

講座・セミナー等による性暴力
予防啓発の実施 
（多様性社会推進課）  

女性やこどもに対する暴力を未然に防止するため、講座等を
開催し、市民の意識啓発を図りました。 

関係機関等との連携・協力 
（若者・くらしの悩み相談課） 

関係機関と連携を図り、ＤＶ被害を受けた女性やこどもの自
立に向けた支援を実施しました。 

青色回転灯装備車による啓発・
パトロール 
（市民生活課）  

女性やこどもに対する性暴力や高齢者を狙った振り込め詐欺
などの犯罪を未然に防止するための啓発・パトロール活動を
行いました。 

スクールカウンセラーの配置
による相談 
（学びづくり課）  

学校等においてこどもが相談しやすい環境を整備し、早期発
見・早期対策に努めました。 

 

成果と課題 

女性やこどもに対する性暴力等の防止対策の推進については、若年層へのＤＶ予防啓発とし

て、市内の高校でデートＤＶ予防教育を実施しました。 

また、生活安全指導員等による生活安全パトロール（青色回転灯装備車）を実施し、不審者

出没事案に対し、警察等関係機関と連携して重点パトロールを行うなど、犯罪の未然防止に努

めました。 
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また、市立小中義務教育学校全校にスクールカウンセラーを配置し、相談活動や校内研修を

実施しました。 

今後も引き続き、各種ハラスメント等予防・啓発の充実や、各関係機関との連携により、安

全で安心して暮らせる環境づくりに取り組んでいきます。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

市内企業向け出前講座（男女共同参画に係るも

の）の実施回数と参加者数 
実施なし 

デートＤＶ予防啓発講座講師派遣回数及び受

講者数 

１１回（高校８校） 

１，６０１人 

男女共同参画推進員出前講座の実施回数及び

参加者数 
１講座 １回 １９人 

女性支援調整会議実施回数 ４回 

◆職場におけるセクハラの有無の確認（事業主調査） 

◆セクハラ防止対策の有無（事業主調査） 

  

 

〈資料〉「広島県職場環境実態調査」（2022～2024 年度） 
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重点目標１０ 生涯を通じた健康支援 

趣  旨 

男性も女性も、互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思

いやりをもって生きていくことは大切なことです。 

生涯を通じて心身の健康を維持することは、自立した生活を営んでいく上で欠かせない要素

であり、男女を問わず共通の願いでもあります。このため、すべての市民のライフステージに

応じた健康課題を捉えながら生涯を通じた健康支援が重要となっています。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

「健康ふくやま２１」の推進 
（健康推進課）  

生涯を通じた健康づくりの普及・啓発を図るため、関
係機関と連携して健康意識の啓発を行いました。 

女性の健康法、健康セミナーの開催 
（多様性社会推進課）  

生涯を通じた健康づくりについて理解を深めるとと
もに、健康の保持増進を図りました。 

ふくやま健康ポイント事業 
（健康推進課）  

運動習慣の定着や健診受診などの動機付けを支援し、
健康づくりに対する意識向上と生活習慣の改善を促
しました。 

食育推進計画の推進 
（健康推進課）  

食育を通じて、すべての市民が健やかで心豊かに生活
できるよう取り組みました。 

食生活改善推進員の養成と活動支援 
（健康推進課）  

地域で食育を推進する食生活改善推進員の養成講座
を開催するとともに、その推進員が健康づくりのため
の推進役として、地域で組織活動を実施するための支
援を行いました。 

スポーツ教室等の充実 
（スポーツ振興課）  

身近な施設で多くの市民にスポーツをする機会の提
供を行い、広く市民にスポーツの普及・振興を図りま
した。 

運動普及推進員の養成と活動支援 
（健康推進課）  

地域に密着した健康づくりの運動の推進、啓発を行う
運動普及推進員の養成講座を開催するとともに、その
推進員が地域で組織活動を実施するための支援を行
いました。 

特定健康診査・特定保健指導の実施 
（健康推進課）  

特定健康診査を実施し、健康診査の結果、生活習慣病
予防の必要な者に対して特定保健指導を行いました。 

がん検診の実施 
（健康推進課） 

がん検診を実施し、精密検査が必要な人へは医療機関
受診を促しました。 

福山ネウボラによる相談支援の充実 
（ネウボラ推進課）  

福山ネウボラ相談窓口「あのね」を市内１３か所に設
置し、妊娠期からの切れ目のない支援を行うための体
制を継続しました。 

精神保健福祉相談事業の実施 
（健康推進課）  

精神疾患、認知症、アルコール依存症等のこころの不
調に係る相談を行い、市民の心身の健康の保持増進を
図りました。 

 

 

成果と課題 

生涯を通じた健康づくりの普及・啓発を図るため、関係機関と連携して健康意識の啓発を行

いました。「健康ふくやま２１」の推進として、「健康ふくやま２１フェスティバル２０２４」

を開催し、健康意識を高めるよい機会となりました。人々の健康意識の啓発に向けて、今後も
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引き続き、内容を工夫しながら実施していくことが必要です。 

母子保健事業では、妊娠期から出産、子育て期、就労・再就職支援まで切れ目のない支援を

行う、ネウボラ相談窓口「あのね」を始めとする相談体制の充実や、妊婦・乳幼児健康診査等

の実施によって、母子の健康の保持増進と育児不安の解消が図られました。今後も引き続き、

健康診査の受診率の向上や訪問事業の充実により、安心して妊娠・出産ができるよう支援を行

うことが必要です。 

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

アプリ「健康マイレージ」の活用状況 登録者数 ６，６４８人 

食生活改善推進員養成講座・組織活動の実施回数及び参加者数 

・養成講座 １１回 
延べ２８７人 

（修了者 ２９人） 
・組織活動 

講習会等 ３２２回 
   延べ１２，７８２人 

スポーツ教室（募集制）の教室数及び参加者数 
２５２教室 

延べ４１，２３８人 

運動普及推進員養成講座・組織活動の実施回数及び参加者数等 

・養成講座 ８回 
延べ２０１人（修了者 ２７人） 

・組織活動 
① 研修 ６５回 
延べ１，３１８人 

② 実践活動等 １，３５８回 
  延べ１８，２３５人 

特定健康診査、特定保健指導の受診者数 

・特定健康診査 
１６，０３０人 

・特定保健指導 
 １，３８８人 

 

★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指  標 
指標設定時 

（２０２２年度） 
現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

子宮頸がん・乳がん検診受
診率（福山市実施分） 

子宮頸がん 
20～39 歳   8.4％ 
40～64 歳 11.4％ 
65 歳以上   6.0％ 
乳がん 
40～64 歳  7.1％ 
65 歳以上  6.0％ 
（２０２１年度） 

子宮頸がん 
20～39 歳    8.3％ 
40～64 歳  11.7％ 
65 歳以上    5.9％ 
乳がん 
40～64 歳    7.1％ 
65 歳以上    6.3％ 

子宮頸がん 
20～39 歳     9.0％ 
40～64 歳   11.8％ 
65 歳以上    6.9％ 

乳がん 
40～64 歳   10.1％ 
 65 歳以上    7.4％ 
（２０２７年度） 

 

重点目標１１ すべての市民が多様性を尊重して共生する環境の整備 

趣  旨 

少子高齢化や国際化の進展等による社会環境の変化、また新型コロナウイルス感染症の影響

による雇用・就業環境の悪化や生活様式の多様化等により、介護が必要な高齢者や外国人市民、

ニートやひきこもり、ひとり親等、困難や課題を抱え支援を必要とする人が増加しています。 
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このため、だれもが住み慣れた地域でいきいきと安心して暮らせるよう、福祉サービスを始

めとする支援の充実を図るとともに、差別や偏見をなくすための啓発等を通して市民の正しい

理解を広め、だれもが住みやすい多様性を尊重したまちづくりに取り組んでいく必要がありま

す。 

 

主な事業 

事業名（担当課） 内容 

通学路や公園等における防犯・安全対策
の強化 
（学びづくり課） 

スクールサポートボランティアによる児童生徒の
登下校、校外学習に係る安全・防犯活動を実施しま
した。 

介護保険サービスの質的向上 
（介護保険課）  

介護サービスの質の向上を図るため、的確な苦情処
理の推進及び介護サービス相談員派遣事業を実施
しました。 

地域包括支援センター運営事業 
（高齢者支援課）  

市内に１５箇所の本センター、６箇所のサブセンタ
ーを設置し、高齢者の総合相談・支援業務、権利擁
護業務、介護予防ケアマネジメント業務等を行いま
した。 

フレイル予防の推進 
（健康推進課）  

フレイル予防講演会、フレイル予防出前講座、フレ
イルチェック会等を実施し、高齢者ができる限り要
介護状態に陥ることなく健康で過ごせるように支
援しました。 

生きがい対策・社会参加の推進 
（高齢者支援課）  

高齢者が生きがいをもって、社会との関わりを持ち
ながら暮らせるよう、地域社会で活躍できる機会の
提供や自立支援のための取組を推進しました。 

成年後見制度利用支援事業 
（高齢者支援課、障がい福祉課） 

認知症等により判断能力が不十分な身寄りのいな
い高齢者や、知的障がい等により判断能力が十分で
ない障がい者に対し、市長申立により成年後見開始
の審判請求を行う際の申立費用及び後見人等の報
酬を助成しました。 

障がい福祉サービスの充実 
（障がい福祉課）  

障がい者等が地域で安心して生活でき、社会参加が
図れるよう、障がい福祉サービスの充実に努めまし
た。 

在住外国人生活相談事業 
（市民生活課）  

市内に在住する外国人が安心して生活できるよう、
外国語またはやさしい日本語による相談を行う相
談窓口を設置し、生活上の相談や各種手続きの案内
に対応しました。 

パネル展示等による啓発 
（多様性社会推進課）  

女性やこども、性的マイノリティなどへの差別や偏
見をなくすための啓発を、福山市役所市民ホール・
まなびの館ローズコム等で広く行いました。 

若年者就労支援事業 
（産業振興課） 

ニートやフリーターの若者及びその家族や市内事
業者を対象に、就職支援のあり方について考えるセ
ミナーを実施しました。 

 

成果と課題 

通学路や公園等における防犯・安全対策の強化対策として、スクールサポートボランティア

等による児童・生徒の登下校、校外学習に係る安全・防犯活動を実施しました。 

健康教室（一般介護予防事業）においては、全体で７，５６６人が参加し、運動機能、栄養

改善、口腔機能の向上だけではなく、他の参加者とコミュニケーションを取ることで、より効

果的な介護予防につながりました。 
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介護保険サービスの質的向上については、介護サービス事業者に対する指導監督や定例運営

指導などにより必要な研修や情報提供を行いました。また、相談・苦情への的確な対応に取り

組むとともに、介護サービス相談員派遣事業を実施しました。 

障がい福祉サービスの充実では、障がい者等が地域で安心して暮らすための様々な福祉サー

ビスを提供しました。その他にも、相談支援事業や意思疎通支援事業等、本市の障がい者プラ

ンに沿って各事業を推進しました。 

在住外国人生活相談事業では、市役所本庁舎及び松永支所に、在住外国人生活相談員を配置

し、市内に在住する外国人が安心して生活できるよう、外国語またはやさしい日本語による相

談を行いました。 

性的マイノリティに関する啓発では、市内の公共施設にて性の多様性に関する巡回パネル展

示を実施しました。また、市内公立小中学校及び義務教育学校へ展示物データを共有し、学校

での啓発実施について呼び掛けをしました。 

引き続き、高齢者、障がい者、外国人市民等を地域で支え合うネットワークづくりを進める

施策の推進や必要とする人が必要なサービスを受けることができる環境整備が必要となりま

す。  

 

関連するデータ 

項目 現状値（２０２４年度） 

見守り活動者数 

小学校 ４，４００人 

中学校   ２７８人 

義務教育学校 ２６人 

地域包括支援センター設置数 
本センター    １５箇所 

サブセンター    ６箇所 

成年後見制度申立件数 
高齢者  ２０件 

障がい者 １４件 

フレイル予防に関する啓発活動状況 

・フレイル予防講演会 
 参加者数：９８人 
・フレイル予防出前講座 
 参加者数：延べ１，６８０人 
・フレイルチェック会 

参加者数：７８５人 

老人大学 入学者数 １，５２１人 

健康教室（一般介護予防事業）の実施回数及び参加人数 ６８６回 延べ７，５６６人 

障がい福祉サービス支給決定者数 

訪問系サービス     ２，５２５人 

日中活動系サービス ２，７８９人 

居住系サービス   １，０１４人 

在住外国人生活相談窓口への相談件数 
平日 ４，５３４件 

休日     ０件 
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2014 年（平成 26 年）3 月 31 日現

在 

項目 現状値（２０２４年度） 

性的マイノリティ啓発パネル展示実施数 

公共施設   ８か所 

小学校     ３校 

中学校     ３校 

義務教育学校  １校 

若年者就労支援事業の実施回数及び参加者数 ２回 延べ４１人 

 

 

◆主な介護者 

 

★福山市男女共同参画基本計画（第５次）目標値 

指  標 
指標設定時 

（２０２２年度） 
現状値 

（２０２４年度） 

目標値 

（２０２７年度） 

 
性的マイノリティに関する
人権問題の認知度 
 

６４．１％ 
（２０２１年度） 

－ 
７０％ 

（２０２７年度） 

 

  

福山市における要介護（要支援）認定者数

（資料）厚生労働省「介護保険事業状況報告 月報（暫定版）（令和7年3月分）」

（単位：人）

配偶者

31.1

子

51.3

子の配偶者

9.9

孫

0.4

兄弟・姉妹

1.4

その他

2.1%

無回答

3.7
単位：％ 

 全体（ｎ＝707） 

 

（資料）福山市「福山市在宅介護実態調査報告書（2023 年（令和 5年）8月）」 
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計画の推進 

趣  旨 

男女共同参画社会の実現に向けて、諸課題の解決を図るために、今後とも市民や事業者の理

解と協力を得ながら基本計画を着実に推進していく必要があります。 

このため、「福山市男女共同参画推進会議」において男女共同参画の施策の総合的かつ効果的

な推進を図るとともに、「福山市男女共同参画審議会」と連携して、男女共同参画に係る重要課

題の把握に努め、市民や事業者の意見を幅広く施策に反映していく必要があり、今後も、同様

の体制で着実に基本計画を推進してまいります。 

 

福山市男女共同参画推進会議・審議会の開催 

年月日 会議名 審議内容 

2024 年（令和 6 年） 
    10 月 8 日 
 

第 1 回推進会議 
 
 
 
 
 
 
 

【報告事項】 
・2023 年度（令和 5年度）男女共同参画基本計画（第 5 次） 
の年次報告について 

・審議会等への女性の参画状況について 
・2024 年度（令和 6年度）男女共同参画推進計画について 
・福山市男女共同参画推進会議設置要綱の改正について 

【協議事項】 
・男女共同参画の推進に向けた意見交換 

2024 年（令和 6 年） 
    10 月 29 日 
 
 
 

第 1 回審議会 【報告事項】 
・2023 年度（令和 5年度）男女共同参画基本計画（第 5 次） 
の年次報告について 

・審議会等への女性の参画状況について 
・2024 年度（令和 6年度）男女共同参画推進計画について 

 

 



数値目標達成状況

　　項目

　　項目

　　項目

　　項目

基
本
目
標

Ｎｏ． 指         標
現状値

（２０２４年度）
達成
状況

1
社会全体で「男女の地位が
平等となっている」と思う人の
割合

１１．８％ (2021年度) －　　　％ ２０％ (2026年度) －

2
「夫は外で働き、妻は家庭を
守るべきである」という考え方
に反対する人の割合

７３．０％ (2021年度) －　　　％ ８０％ (2026年度) －

3
市の審議会等委員に占める
女性の割合

２６．４％ (2021年度) ３２．８％

３０％
（最終目標は男

女の委員数の均
衡を図る）

(2027年度) 〇

4
「今後、役員や管理職に女性
を積極的に登用しよう」と考え
ている事業所の割合

６９．８％ (2021年度) －　　　％ ８０％ (2026年度) －

5 女性人材リスト登録者数 ４７人 (2021年度) 26人 ６０人 (2027年度) ✕

6
防災リーダーに占める女性の
割合

２１．０％ (2021年度) ２７％ ２５％ (2025年度) 〇

7
ふくやまワーク・ライフ・バラン
ス認定事業者数

１３７社 (2021年度) １４２社 １５５社 (2025年度) △

8 男性の育児休業取得率 １２％ (2021年度) ３９．５％ ３０％ (2025年度) 〇

9
「この地域で子育てをしたいと
思う親」の割合

９４．７％ (2021年度) ９３．３％ ９６％ （２０２５年度） ✕

10
「ポジティブ・アクションに取り
組んでいる」事業所の割合

４８．１％ (2021年度) －　　　％ ６０％ (2026年度) －

11
女性活躍推進法に基づく一
般事業主行動計画を策定し
ている事業所の割合

４０．６％ (2021年度) －　　　％ ５０％ （2026年度） －

12

女性の活躍を推進する上で
「家庭責任を考慮する必要が
ある」を問題として捉える事業
所の割合

５４．７％ (2021年度) －　　　％ ５０％以下 （2026年度） －

13
人材シェアリングの登録企業
数

１６０社 (2021年度) ２８社 ３００社 (2025年度) ✕

14 ＤＶに対する認知度 ７１．７％ (2021年度) －　　　％ ８０％ (2026年度) －

15
デートＤＶ予防啓発講座を実
施している学校数

８校 (2021年度) １０校 １２校 (2027年度) △

16
ＤＶを受けたことがある人の
内、「誰にも相談しなかった
人」の割合

６５．１％ (2021年度) －　　　％ ５０％以下 (2026年度) －

17
ＤＶの相談窓口を知っている
人の割合

８３．０％ (2021年度) －　　　％ ９０％ (2026年度) －

18
子宮頸がん・乳がん検診受
診率（福山市実施分）

子宮頸がん
20～39歳  8.4％
40～64歳 11.4％
65歳以上   6.0％

乳がん
40～64歳  7.1％
65歳以上  6.0％

(2021年度)

子宮頸がん
20～39歳     8.3％
40～64歳 　11.7％
65歳以上　   5.9％

乳がん
40～64歳 　7.1％
65歳以上  　6.3％

子宮頸がん
20～39歳  9.0％
40～64歳 11.8％
65歳以上   6.9％

乳がん
40～64歳 10.1％
65歳以上  7.4％

2027年度 △

19
性的マイノリティに関する⼈
権問題の認知度

６４．１％ (2021年度) －　　　％ ７０％ （２０２７年度） －

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

目標値設定時の
当初数値

目標値

達成したもの 3 達成・改善されたものの割合
（評価不能の項目を除く）当初より改善されたもの 3

当初から改善されていないもの 3
66.7%

評価不能 10

３ 福山市男女共同参画基本計画（第５次）における主な指標と目標値の達成状況一覧
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